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１ 趣旨

この仕様書は、高齢者総合福祉施設「めぐみ荘」条例及び同施行規則に定めるもののほか、指

定管理者を募集するに当たって管理運営に関する市の基本的な考え方を示すとともに、指定管理

者が行う業務の内容その他について定めることを目的とする。

２ 対象施設の概要（再掲）

(1) 施設の名称

めぐみ荘

(2) 所在地

津山市加茂町小中原１４３番地

(3) 施設の設置目的

市民の健康の増進、交流及び介護予防の拠点施設として設置。

(4) 開館日

平成１４年４月 開館

(5) 延床面積

１，１２０．７０㎡

(6) 施設概要

構造 鉄骨造瓦葺平屋建

階層規模 地上１階

(7）施設の利用及び収入の状況

３ めぐみ荘の管理運営に関する基本的な考え方（再掲）

(1) 施設利用者の安全確保を第一とする。

(2) 施設の効率的・弾力的運営を行う。

(3) 適切な広報を行うなど、施設の利用促進を積極的に図る。

(4) 利用者にとって快適な施設であることに努める。

(5) 魅力ある自主事業を実施し、利用者のサービス向上に努める。

(6) 個人情報の保護を徹底する。

(7) 環境保護に配慮する。

(8) 現状以上のサービスを維持しながら、管理運営費の削減に努める。

４ 開館日時

(1) 開館時間 午前１０時３０分から午後９時３０分まで

※温泉施設の利用時間は、午前１１時から午後９時

(2) 休館日 毎週月曜日

１２月３１日

(3) 指定管理者は事業等で必要とする場合、事前に市の承諾を得て、休開館日、開館時間を変更す

ることができます。

５ 指定期間

令和６年４月１日から令和９年３月３１日までの３年間。

年 度
利用者数（温泉施設）

※年間延べ人数

利用者数（その他施設）

※年間延べ人数
収 入

令和元年度 52,621人 2,216人 23,812,146円

令和２年度 47,040人 935人 21,038,974円

令和３年度 27,483人 604人 13,846,337円

令和４年度 37,470人 774人 17,457,496円
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６ 指定管理者が行う管理業務の基準

(1) 管理運営業務に当たっては、次の法令等を遵守して行うこととします。

① 高齢者総合福祉施設「めぐみ荘」条例、同施行規則

② 地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法

③ 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令

④ 温泉法、公衆浴場法、岡山県で定める公衆浴場法施行条例、公衆浴場法同施行規則ほか温泉

及び公衆浴場関係法令

⑤ ビル管理法、同施行規則、水道法、同施行規則、建築基準法、消防法、同施行規則、電気事業

法その他施設、設備の維持管理又は保守点検に関する法令

⑥ その他

・指定管理者は、施設の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、個人情報保護法の規

定に従い、協定において定める安全確保の措置を講じなければなりません。

・指定管理者は、施設の使用許可承認等行政処分に相当する権限を行使しようとするときは、

津山市行政手続条例の規定を遵守すること。

・指定管理業務を行うに当たり作成し又は取得した文書等は、適正に管理し、5年間保存する

こと。指定期間を過ぎた後も同様とします。

(2) 施設の設備及び物品の維持管理を適切に行うこと。

(3) 自己評価に関すること

業務の質とサービスの向上を図ることを目的に、利用者等から施設運営に関する意見を聴取し、

定期的な自己評価を実施すること。これにより得られた評価は事業報告書に記載し、次年度の

業務実施において反映すること。

※ 管理の基準に関する細目的事項は、協議の上、協定で定めます。

７ 管理のための体制の整備

(1) 従業員の雇用に関すること

① 総括責任者を配置すること。また、管理に係る全従業員（臨時職員を含む）の勤務形態等に

ついては、労働基準法・労働安全衛生法・その他労働関係法令を遵守し、管理に支障のないよ

うに配置のこと。

② 防火管理者の資格を有するものを配置すること。

③ 従業員に対して、施設の管理に必要な研修を実施すること。

④ 経理業務・受付業務・帳簿作成業務・その他体制の整備に必要な業務を実施すること。

⑤ 指定管理者は、現在受託者が雇用している職員等の中で引き続き指定管理者の下で業務に従

事したい旨を表する者がある場合は、これを尊重するよう努めること。

⑥ 職員の雇用に当たっては、優先的な地域雇用に努めること。

(2) 業務遂行の準備

指定管理者に指定された後は、自己の責任及び負担において、令和６年４月１日から円滑にめ

ぐみ荘の管理に係る業務を遂行できるように、人的及び物的体制を整えること。なお、業務の引

継ぎが必要な場合は、随時行うこと。

８ 指定管理者が行う業務内容等

(1) 施設及び設備の使用許可に関すること

① 施設等使用申請書の受付及び使用許可に関する業務

② 付帯設備の管理、操作説明等の業務

③ 施設使用の案内、拾得物の管理、トラブル対応等、その他施設運営に付随する業務

(2) 利用料金の徴収、減免、還付に関する業務

① 利用料金の徴収等に関する業務

ア 施設等の利用者に対して利用料金の徴収を行うこと。

イ 金額の過誤その他の理由で利用料金の還付が必要になった場合は、還付事務を行うこと。

② 減免対象者に対する減免に関する業務
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ア 高齢者総合福祉施設「めぐみ荘」条例第１２条に該当するものに対しては、利用料金の減

免措置を行うこと。

(3) 施設の維持管理に関する業務(詳細は別表１のとおり)
① 施設内の清掃業務

ア 日常清掃（日常的に必要な清掃業務）に関する業務

イ 定期清掃（ガラス清掃、床清掃、空調機器フィルター清掃等、定期的に必要な清掃業務）

に関する業務

② 設備・施設内の機器類の保守点検業務

ア 各設備の点検、保守に関する業務

イ 券売機等の機械類の保守点検に関する業務

③ 施設の軽微な修繕に関する業務

④ 建築物の保守管理

指定管理者は、施設を適切に管理運営するために建物の日常的な点検を行い、仕上材の浮き、

ひび割れ、はがれ等が発生しない状態を維持するとともに美観を維持すること。また、指定管

理者は、施設を安全かつ安心して利用できるよう予防保全に努めること。

⑤ 浴場の管理

浴場の水質管理において、「公衆浴場における衛生等管理要領等について」（平成１２年１２

月１５日生衛発第１８１１号厚生省生活衛生局長通知）に基づき、浴室及び浴槽水の水質の安

全衛生管理と、利用者の健康管理に努めること。

(4) 保険への加入

指定管理者は、応募要項及び仕様書に定める自らのリスクに対して、適切な範囲で保険等に加

入すること。なお、津山市は「建物総合損害共済」（全国市有物件災害共済会）及び「市民総合賠

償補償保険」（全国市長会）に加入している。

(5) モニタリングの実施

指定管理者は、仕様書、協定書及び指定管理者の事業計画書に基づくサービス水準（施設の管

理業務や企画事業実施の内容等）を維持するため、下記の事項についてモニタリングを実施する

こと。

① 業務遂行の記録、自己評価

・ 清掃、機器点検、安全対策等の実施状況と自己評価

・ 苦情・トラブルに対する対応状況と自己評価

② 利用者満足度調査

・ 利用者アンケートの実施や意見箱の設置

・ 施設の設置目的等による特殊事情によっては省略可（市と協議のこと）

③ 次期事業計画

・ モニタリング調査を反映させた次期事業計画を毎年度９月末までに提出のこと

※利用者アンケートやモニター調査の実施による利用者の満足度や苦情などを把握するほ

か、市民や団体、企業等の参加を求め、運営に関する意見を述べ、協働を図るために運営

協議会を設置するなど、施設の管理運営への市民参加を進め、指定管理者の提供するサー

ビス内容の改善に反映させること。

(6) 業務報告等

① 実績報告書の提出

・ 施設管理月報及び月度事業報告書については毎月末までに前月分。

・ 指定管理者事業報告書については毎年度事業終了後の４月末日まで。

② 次の事項に該当したときは、速やかに市へ報告を行うこと

・ 施設において、事故が生じたとき。

・ 施設又は施設に係る物品を滅失し、又は毀損したとき。



4

・ 施設の管理に関し、争訟が提起されたとき、又は提起されるおそれがあるとき。

・ 指定管理者の定款若しくは寄付行為又は登記事項に変更があったとき。

・ 指定管理者と金融機関との取引が停止となったとき。

・ 指定管理者が施設の管理業務に関して有する債権に対し差押え（仮差押えを含む。）等が

なされたとき。

・ 指定管理条例第３条に基づいて提出した事業計画書その他の書類の重要な部分に変更があ

ったとき。

・ 指定管理業務の継続が困難となったとき又はそのおそれが生じたとき。

・ その他、市があらかじめ定めた事由が生じたとき。

(7) 特記事項

① 福祉施設であることに鑑み、受動喫煙の防止には万全の措置を講ずること。

② 苦情等の問題が発生した場合は、迅速かつ誠意をもって対応するとともに、市に対しても報

告するものとする。

③ 温泉施設の浴槽を清掃する時は、浄化設備の能力上、排水を２～３回に分けて行うこと。

④ 実績報告書等で、利用者数の報告を行う場合、高齢者の利用者数を明記すること。

⑤ 施設内に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を設置し、常に良好な状態で使用できるよう点検を

行うとともに、知識・技術等の習得に努めること。なお、設置及び消耗品等の交換に要する経費

は、指定管理者が負担する。

(8) その他施設管理に必要な業務

① 指定された時間に諸室及び出入り口等の開錠、施錠を行うこと。

② 指定された時間に機械警備の開錠、施錠を行うこと。

９ 自主事業に関する業務

自主事業に関する基本的な考え方

① 指定管理者は、積極的に自主事業を企画し、実施するものとする。なお、自主事業の実施に

より収益が発生した場合は、その収益は指定管理者の収入とする。

② 自主事業の内容

原則として、施設の設置目的に沿ったものであること。

③ 自主事業実施における注意点

自主事業の実施については、施設としての利用とのバランスに考慮するとともに、市と事前

に協議し、承認を得てから実施すること。

10 業務の再委託について

包括的な業務の再委託は認められません。ただし、一部の業務については、市との協議の上、専

門の事業者に委託することができます。

11 管理に要する経費

めぐみ荘の管理経費については、指定管理者が当該施設の管理に必要な一切の経費を負担するこ

ととします。ただし、１件５０万円以上の修繕等については、市と指定管理者で協議して決定する

こととします。

12 利用料金

(1) 施設等の利用料金は、指定管理者の収入とします。

(2) 利用料金額は高齢者総合福祉施設「めぐみ荘」条例で定める額を上限として、市長の承認を受

けて、指定管理者が定めることとします。

(3) 温泉施設の使用にあたり利用者から提出された回数券については、回数券の種別ごとに管理し

たうえで枚数を年度で管理、保管すること。
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13 指定管理料

(1) めぐみ荘の管理に必要な経費として、収支状況等を参考に指定管理料を見積もってください。

(2) 市は、指定管理料を４月、７月、１０月、１月の４回に分割して、協定書に定める期日までに、

指定管理者の請求に基づいて支払うこととします。

14 立入検査について

津山市は必要に応じ、施設・物品・各種帳簿等並びに管理運営状況について実地検査を行う。指

定管理者は、合理的な理由なく、これを拒否できないこととします。

15 備品等の帰属について

(1) 現に使用中の市所有の備品（応募要項別紙２のとおり）については、無償で貸与します。施設

の運営に支障をきたさないよう、適正な管理を行ってください。備品が損傷又は使用できなくな

ったときは、指定管理者の費用により修理、買い替えを行ってください。

(2) 指定管理者は、市の所有に属する備品等については、津山市物品会計規則（昭和40年規則第

18号）及び関係規則の管理の原則及び分類に基づいて管理するものとします。

(3) 指定管理者が指定期間中に管理運営経費により購入した備品等については、市の所有に属する

ものとする。指定管理者が指定期間中に管理運営経費により購入した備品等については、津山市

物品会計規則（昭和40年規則第18号）及び関係規則の管理の原則及び分類に準じて独自に備品

台帳等を備えて、その購入にかかる備品等を整理するとともに、購入及び廃棄等の異動について

定期的に市に報告するものとします。

16 市と指定管理者との責任分担（再掲）

市と指定管理者との責任分担は、原則として、別表２に定めるとおりとします。

17 協定の締結

津山市と指定管理者は、めぐみ荘を適正に管理するために必要な基本事項について、協議の上協

定を締結することとします。

18 協議

指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について疑

義が生じた場合は、市と協議し決定することとします。

19 業務を行うに当たっての注意事項

① 公の施設であることを常に念頭に置き、公平な運営を行うこととし、特定の団体等に有利あ

るいは不利になる運営を行わないこと。

② 個人情報の保護について、職員に周知徹底させること。

③ 緊急時対策、防犯・防災対策について、マニュアルを作成し、職員を指導するとともに、事

故・災害等が発生した場合には、速やかに応急措置を講じること。

④ 指定管理者は、津山市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第８条の規定により、

原状回復の義務を負う。

⑤ 指定管理者は、個人の権利利益を侵害することのないよう適正に取り扱うものとする。

⑥ 指定管理者は、津山市情報公開条例の規定に準じて、施設の管理を行うにあたっての文書は

開示に努めるものとする。
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別表１ 保守管理・点検等の業務について

めぐみ荘管理保守点検業務

※ 施設清掃については、施設の環境を維持し、快適な環境を保つため、随時に行う日常的な清掃とと

もに、年１回以上の特別清掃を組み合わせ、ごみ・ほこり・よごれ等がない状態を維持すること。

温泉施設の浴槽を清掃する時の排水は、下水道処理能力の都合上、２～３回に分けて行うこと。

清掃時間、清掃頻度などは、施設利用者の妨げとならないように行うこと。

項 目 業 務 内 容 頻 度

施設清掃

(1) 日常的な施設の清掃・整理・整頓 随時

(2) ごみの収集 随時

(3) 窓の清掃 随時

(4) 床の清掃 随時

(5) 受水槽清掃 年1回以上
(6) 館内定期清掃 年1回以上

駐車場の管理
(1) 日常的な保守点検 随時

(2) 不法利用者等への指導等 随時

施設・設備・機械警備

(1) 火災、盗難及び異常状態の感知 常時

(2) 事故確認時における関係先への通知、連絡 随時
(3) 警備実施事項の報告 随時

消防設備
(1) 日常保守点検 毎日

(2) 定期点検 法定点検による

温泉施設の管理
(1) 温水機保守点検 年2回以上
(2) ろ過機器保守点検 年2回以上

水質の点検
(1) 浴槽水質検査 年2回以上
(2) 水道水質検査 年１回以上

自家用工作物
(1) 日常保守点検 毎日

(2) 定期点検 年1回以上

その他設備点検

(1) 日常保守点検 随時

(2) 定期点検（法令に定めのあるもの） 法定点検による

(3) 定期点検（その他のもの） 適時

小破修繕
(1) 照明装置の維持・交換 随時

(2) その他施設の修繕 随時
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別表２ 市と指定管理者との責任分担（再掲）

施設及び備品等の修繕に関する責任分担

市と指定管理者との責任分担は、原則として、次の表に定めるとおりとします。

※協議事項については、事案の原因等ごとに判断しますが、第一次責任は、指定管理者が有しま

す。

① 点検及び故障、事故等の報告は、速やかに行うこと。

② 包括的に施設及び設備、備品等の維持管理業務を他に委託し又は請け負わせてはならない。ただ

し、一部の業務について、事前に津山市に協議・申請し、書面による承諾を得た場合は、この限り

でない。

③ 施設の運営に支障をきたさないよう、備品等の管理を行うこと。また、必要な備品等を適宜購入し、

施設の運営を行うこと。

④ 施設の運営に支障をきたさないよう、必要な修繕、改修等を行うこと。なお、軽微な修繕以外につ

いては、緊急を要する場合を除き、事前に津山市に連絡、協議等を行うこと。

また、修繕、改修等の経費については、原則として指定管理者の管理経費で賄うものとする。

ただし、軽微な修繕以外で、協議の上、その費用のすべてを指定管理者に負わすことが適当でな

いと認められる場合は、費用負担について市と指定管理者との間で協議して実施するものとする。

この場合の市の負担分については、津山市の予算の範囲内とし、指定管理料を増額等することで賄

うことができるものとする。

なお、前述のただし書きの場合であっても津山市に事前の報告、協議等がないものについてはこ

の限りではない。

その他、前述の軽微な修繕とは、１件につき５０万円（税込）程度までのものとする。

事 案 責任分担

施設等の損傷 施設等の管理上の瑕疵に係るもの 指定管理者

上記以外のもの 事案の原因ごとに判断し、市と指

定管理者が協議して定める。

利用者(これに準ず

るものを含む。以下

この表において同

じ。)への損害賠償

施設等の管理上の瑕疵に係るもの 指定管理者

上記以外のもの 事案の原因ごとに判断し、市と指定

管理者が協議して定める。

施設等の修繕 施設等の大規模な修繕（資産価値

の向上又は耐用年数の延長につな

がるものをいう。）

市

上記以外のもの 指定管理者

施設等に係る火災保険及び災害保険への加入 市

利用者に係る損害賠償保険（指定管理者が独自に行う

事業については保険の対象外）への加入

市（なお、左記に該当しない損害

賠償保険については、市は加入し

ない）


